新しい証券投資のかたち

少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）の活用ポイント
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　2014年１月からＮＩＳＡ（ニーサ：少額投資非課税制度）がスタートしました。テレビコマーシャルなどで多くの金融機関がＰＲしていることもあり、すでに大きな注目を集めているようです。
　わが国に眠る個人の金融資産は1600兆円にも上るとされていますが、そのほとんどを預貯金が占めています。数字だけ見ると非常にインパクトがありますが、実際のところは個人の懐に滞留しているだけで、経済からはほぼ隔離されたような存在に過ぎないのです。
　政府はこれまで、こうした滞留している金融資産を証券投資に振り向けることで、成長産業に資金が流れる仕組み作りに取り組んできました。例えば、一定の金融・証券取引から得た利益に対する軽減税率などはその代表的なものです。そして、新たにスタートしたＮＩＳＡも、この仕組み作りの一環と言えるでしょう。

ＮＩＳＡとは、金融機関でＮＩＳＡの非課税口座を開設し、その非課税口座内で受け入れた上場株式や株式投資信託などに係る配当や譲渡益が非課税となる制度です。
非課税口座には年間100万円まで株式等を受け入れることができ、投資を始めた年を含めて５年後の12月まで非課税の適用が受けられます。分かりやすく言うと、「年間100万円分の投資の利益に税金がかからない制度」です。
■ＮＩＳＡの概要
	非課税対象
	NISA口座内の上場株式の配当金・譲渡益

ETF、REITおよび株式投資信託の配当（分配）金・譲渡益　など

	開設者（対象者）
	口座開設の年の１月１日時点で満20歳以上の方

	口座開設可能期間
	平成26年１月１日　～　平成35年12月31日までの10年間

	非課税管理勘定設定数
	各年分ごとに１つの非課税管理勘定のみ設定可

	非課税投資額
	１つの非課税管理勘定につき年間累積購入額100万円まで

	保有期間
	最長５年間、途中売却可

	非課税投資総額
	最大500万円（100万円×５年間）


非課税口座を開設し非課税管理勘定を設定することにより、その非課税管理勘定の中で購入した上場株式等から得られる利益は、５年間非課税となります。例えば、平成26年分非課税管理勘定の投資上限100万円の枠内で上場株式等を購入した場合、平成30年12月31日までの期間に、それらの株式を通じて得た売却益や配当金にはいっさい所得税が課税されません。

非課税管理勘定（＝非課税枠）は１年につき１つ設定でき、５年間で累積最大５つの非課税管理勘定を設定できます。したがって、非課税投資総額は５年間で最大500万円です。
また、ＮＩＳＡの非課税期間は５年間とされていますが、５年経過後、翌年の非課税管理勘定に移管し非課税の適用をさらに５年間延長することができます。例えば、平成26年にＮＩＳＡ口座に預け入れた100万円分の上場株式は、平成30年でいったん非課税期間が終了しますが、翌年（６年目）の非課税枠に移管することにより、平成35年まで非課税の適用を受けることが可能です。
ただし、新たな非課税勘定に移管する場合、その株式の価格は移管時の時価で計算します。したがって、平成26年に100万円で購入した株式であっても、移管時に150万円に値上がりしていれば、100万円分の株式しか移管することができません。
■ＮＩＳＡの制度イメージ

なお、100万円の非課税枠を使い切らなかった場合、その余った枠を翌年に繰り越すことは出来ません。また、ＮＩＳＡは新規の投資のみを対象としているため、既に保有している株式等をＮＩＳＡ口座に移して非課税の適用を受けることはできません。

　ＮＩＳＡを利用するためには、金融機関にＮＩＳＡの非課税口座を開設し、非課税管理勘定を設定します。非課税口座を開設できるのは、金融商品取扱法第２条第９項に規定する「金融商品取引業者」に該当する金融機関です。具体的には金融庁のホームページで確認することができます。




非課税口座を開設するには、まず、金融機関に「非課税適用確認書の交付申請書」「基準日における国内の住所を証する書類」を提出します。その後、税務署から交付申請書を提　出した金融機関経由で「非課税適用確認書」が交付されるので、その非課税適用確認書と非課税口座開設届出書を金融機関に提出します。




なお、「基準日における国内に住所を証する書類」とは、住民票または住民票の除票の写し、戸籍の附表など市区町村長から交付を受けたもので、提出する日前６か月以内に作成されたものである必要があります。
■基準日における住所を証する書類の提出例（住民票の写しの場合）
	2013年１月１日以降に
転居のない人
	2013年１月１日以降に転居のある人

	
	同じ市区町村内での転居
	別の市区町村からの転居

	
	

	



制度の対象となる金融商品は「非課税口座内上場株式等」と規定されていますが、具体的には以下の表に掲げるものです。
	
	非課税口座内上場株式等の種類

	①
	上場株式（東証外国部を含む）

	②
	上場不動産投資法人の投資口（J-REIT）

	③
	上場未公開株式等投資法人の投資口（ベンチャーファンド）

	④
	上場している外国の投資法人の投資口（カントリーファンド）

	⑤
	上場新株予約権

	⑥
	日本銀行出資証券

	⑦
	上場新株予約権付社債

	⑧
	上場転換特定社債

	⑨
	上場新優先出資引受権付特定社債

	⑩
	上場優先出資証券

	⑪
	上場株式投資信託の受益権（ETF等）

	⑫
	上場特定受益証券発行信託の受益権

	⑬
	店頭売買登録銘柄株式（出資及び投資口を含む）

	⑭
	店頭転換社債型新株予約権付社債

	⑮
	店頭管理銘柄株式（出資及び投資口を含む）

	⑯
	外国金融商品市場で売買されている株式等

	⑰
	公簿株式等証券投資信託の受益権

	⑱
	特定投資法人の投資口



（１）取得対価の額
非課税香西に受け入れる各年分の投資額100万円の判定には、金融機関等に支払う委託手数料など、その購入等に要した費用の額は加算しません。

例えば、Ａ銘柄を1000株、99万8千円で購入し、金融機関に支払う委託手数料が1万円だった場合、非課税投資額は99万9千円として計算されます。
（２）取得対価の額「100万円」の判定
　ＮＩＳＡ制度では、100万円までの投資から得たキャピタルゲインに付いて非課税の適用を受けられることとされていますが、この“100万円”の判定は「取引単位」ごとに判定されます。
　例えば、一回の取引でＡという銘柄を1000株、125万円で購入した場合、100万円に相当する800株を非課税口座に受け入れ可能と考えてしまいがちです。しかし実際には、1000株すべてについて非課税口座へ受け入れることはできません。
■取得対価の判定の具体例













平成25年度税制改正で本格的に導入されたＮＩＳＡですが、現行制度では、

といった不便な点があります。これらを解消するため、平成26年度税制改正では大きな手直しが入ることになりました。
（１）金融機関の変更が可能に
１年単位でNISA口座を開設する金融機関の変更が認められることになりました。
■改正前
　同一勘定設定期間内（４年間）は、NISA口座を開設する金融機関の変更はできない。
	
	26年
	27年
	28年
	29年
	30年
	31年
	32年
	33年
	34年
	35年
	36年

	26年
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	27年
	
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	28年
	
	
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	
	
	

	29年
	
	
	
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	
	

	30年
	
	
	
	
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	

	31年
	
	
	
	
	
	１００万円投資
	
	
	
	
	

	32年
	
	
	
	
	
	
	１００万円投資
	
	
	
	


■改正後
　一年単位で、NISA口座を開設する金融機関の変更が認められる。
	
	26年
	27年
	28年
	29年
	30年
	31年
	32年
	33年
	34年
	35年
	36年

	26年
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	27年
	
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	28年
	
	
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	
	
	

	29年
	
	
	
	１００万円投資
	
	
	
	
	
	
	


（２）口座廃止後の再開が可能に
NISA口座を廃止した場合、翌年以降にNISA口座を再開することを認めることとなりました。
■改正前
　一度開設したNISA口座を廃止した場合、同一勘定設定期間中（＝４年間）は、NISA口座を再開設できない。
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■改正後
　NISA口座を廃止した場合、翌年以降にNISA口座の再開設することを認める。
[image: image2.emf]

　証券投資を活性化するため、上場株式等の売却益や配当等に係る源泉所得税率は、原則20％のところ、10％へ軽減されていました。しかし、ＮＩＳＡのスタートに伴い、この軽減税率は平成25年12月31日をもって廃止されました。
　ＮＩＳＡにおける年間の非課税投資額の上限は100万円ですが、この上限を超えた部分については20％の税率で課税されることになるので注意が必要です。
■確定申告で適用される税率
①上場株式等の譲渡所得等に係る税率
	区　　　分
	平成21年分～平成25年分
	平成26年分以後

	金融商品取引業者

等を通じた売却等
	10％（所得税 7％、住民税 3％）
	20％

（所得税15％、住民税 5％）

	上　記　以　外　
	20％（所得税15％、住民税 5 ％）
	


②上場株式等の配当等に係る税率
	平成21年分～平成25年分
	平成26年分以後

	10％（所得税 7％、住民税 3％）
	20％（所得税15％、住民税 5％）


■確定申告で適用される税率
①源泉徴収選択口座内調整所得金額に係る源泉徴収税率
	平成21年1月1日～

平成24年12月31日
	平成25年1月1日～

平成25年12月31日
	平成26年1 月1日〜
平成49年12月31日

	10％

（所得税 7％、住民税 3％）
	10.147％

（所得税及び復興特別所得税7.147％、住民税 3 ％）
	20.315％

（所得税及び復興特別所得税15.315％、住民税 5％）


②上場株式等の配当等に係る源泉徴収税率
	平成21年1月1日～

平成24年12月31日
	平成25年1月1日～

平成25年12月31日
	平成26年1 月1日〜
平成49年12月31日

	10％

（所得税 7％、住民税 3％）
	10.147％

（所得税及び復興特別所得税7.147％、住民税 3 ％）
	20.315％

（所得税及び復興特別所得税15.315％、住民税 5％）




ＮＩＳＡ口座の開設には通常４～６週間ほどかかります。現行制度上、ＮＩＳＡ口座は１人につき１口座、１金融機関にのみ開設することが認められており、重複して口座が開設されていないか税務署が審査を行うためです。
ＮＩＳＡ口座の開設手続きは平成25年10月1日より開始されていますが、手続開始からしばらくは大量の申請手続が見込まれるため、通常よりも税務署での処理期間に時間がかかる可能性もあります。


　年間100万円の非課税枠を平成26年～平成35年まで利用できるため、最大で1千万円の購入分について非課税の適用を受けることができます。同時に保有できる非課税枠は、最大５年分の500万円です。

ＮＩＳＡ口座で保有する上場株式等を特定口座や一般口座に移すことは可能です。ただし、移した上場株式等の金額分の非課税枠を再利用することはできません。

したがって、非課税口座で100万円の株式をいったん購入したが、より値上がりしそうな株式に入れ替えて非課税の適用を受ける、という事はできません。

非課税口座に受け入れた上場株式等を売却した際の譲渡損失を、他の特定口座や一般口座での譲渡益と損益通算することは出来ません。また、同じく損失を翌年以降に繰り越すこともできません。

ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の非課税口座を廃止する場合には、非課税口座を開設している金融機関に「非課税口座廃止届出書」を提出します。
なお、非課税口座を廃止した場合、現行制度では、その廃止した日の属する勘定設定期間内（＝非課税口座の開設から４年間）に、再び非課税口座を開設することが認められていません。
しかし、平成26年度税制改正により、非課税口座を廃止した翌年から、新たに非課税口座を開設することが可能となりました。

　ＮＩＳＡ制度が適用されるのは、日本国内の居住者（又は国内に恒久的施設を有する非居住者）に限られるため、海外勤務などにより非居住者となる場合には、非課税口座を継続することは出来ません。

したがって、国内の居住者等に該当しないこととなった場合には、出国の日の前日までに非課税口座を開設している金融機関に「出国届出書」を提出しなければなりません。「出国届出書」が提出されると、非課税口座は出国の日に廃止されます。

非課税口座を開設している人が亡くなると、その相続人が非課税口座内の上場株式等を相続することになりますが、この場合は「相続人が譲渡により取得した」とみなされます。この時の譲渡価額は「被相続人が死亡した日の終値」となり、譲渡益が発生している場合はＮＩＳＡ制度により非課税です。
　一方、非課税口座内の上場株式等を取得した相続人には相続税が課税されます。また、相続後にそれらを売却した場合、ＮＩＳＡ制度の適用はありません。したがって、譲渡益がある場合には譲渡所得税が課税されることになります。
　なお、相続人が金融機関にＮＩＳＡの非課税口座を開設していたとしても、相続により取得した上場株式等をその非課税口座に受け入れることはできません。


非課税口座の開設者が亡くなった場合、その相続人は、亡くなったことを知った日以後すみやかに、「非課税口座開設者死亡届出書」を非課税口座が開設されている金融機関に提出しなければなりません。

　非課税口座内の上場株式等の贈与については、相続のケースと同様、受贈者が非課税口座内に受け入れることはでず、特定口座で受け入れることになります。したがって、受贈者が贈与により取得した上場株式等については、贈与された以後、ＮＩＳＡ制度の適用を受けることは出来ません。

　
ＮＩＳＡの非課税口座に受け入れることができる上場株式等は、金融商品取引業者等へ買付委託することで取得するものに限られます。従って、発行会社から直接買い付けた株式を非課税口座に受け入れることはできません。
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・非課税適用確認書の交付申請書


・基準日における住所を証する書類





提出書類





・非課税適用確認書


・非課税口座開設届出書





提出書類











非課税適用確認書の交付申請書の提出後、金融機関経由で税務署から交付されます。





非課税口座開設





住民票の写し


（コピー不可）





転居履歴のある住民票の写し


（コピー不可）





転居履歴のある住民票の写し（コピー不可）





本人確認


書類





制度の対象となる上場株式等
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ＮＩＳＡ利用時の注意点
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受け入れ可能





非課税口座





Ａ銘柄


1000株


100万円





1000株　100万円





５年目





４年目





３年目





２年目





1年目





受け入れ不可





非課税口座





Ｂ銘柄


1000株


125万円





800株　100万円





５年目





４年目





３年目





２年目





1年目





特定口座





100万円の限度額は、


取引単位で判定





200株　25万円





平成26年度税制改正での変更点
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ＮＩＳＡの利便性向上に関する改正
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・同一勘定設定期間内（最長４年間）における口座開設金融機関の変更ができない


・一度開設したNISA口座を廃止した場合、同一勘定設定期間内の再開設ができない





A金融機関のNISA口座


（期間中変更不可）





B金融機関のNISA口座


（期間中変更不可）





A金融機関のNISA口座





B金融機関のNISA口座





C金融機関のNISA口座





10％軽減税率の廃止
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ＮＩＳＡに関するＱ＆Ａ
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Ｑ１　ＮＩＳＡの非課税口座は、金融機関に申し込みをしてからどのくらいの期間で開設されますか？





Ｑ２　非課税枠は最大でどのくらいの金額なのでしょうか。





Ｑ３　ＮＩＳＡ口座で保有する上場株式等を、特定口座や一般口座に移すことはできますか。





Ｑ４　ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の非課税口座で発生した譲渡損失と、特定口座や一般口座での譲渡益との損益通算や、その損失の繰越控除はできますか。





Ｑ５　非課税口座を廃止する場合にはどのような手続が必要になりますか。 





Ｑ６　２年間の海外勤務のため出国することになりましたが、ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）の非課税口座はそのまま存続できるのでしょうか。 








Ｑ７　非課税口座の開設者が亡くなった場合の課税関係はどのようになっていますか？また、どのような手続きが必要でしょうか？





Ｑ８　非課税口座内の上場株式等を子供に贈与したいと考えていますが、可能でしょうか？





Ｑ９　相対取引によって株式を購入しました。この株式をＮＩＳＡの非課税口座に受け入れることはできますか？





〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








